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書評
石田浩著「中国農村の歴史と経済
ー農村変革の記録ー」
加 藤 弘 之
本書は， 1984年から1989年までの足掛け6年間に，著者が行った中国農村調査の成果を
集大成したものである。本書では，北は東北地区の黒竜江省から南は華南地区の福建省に
至るまで，合計17カ所の農村が取り上げられている。このうちのいくつかの農村では複数
回の訪問・調査が行われているので，著者が行った調査回数はさらに多いことになる。多
少とも中国で農村調査をした経験があるものから見れば，著者の努力はまさに最上の賞賛
と敬意に値するものである。
著者がこの大部の著作を通じて解明しようとしたテーマは，つぎのように整理できる。
それは，中国農村に「村落共同体」は存在するかという魅力的なテーマにかかわってい
る。著者自身の整理によれば，戦後の日本における中国研究は農村における「村落共同
体」を否定し，それに代わるものとして「農村市場経済」を措定した。しかしながら，著
者はなお否定しきれない強固な村の結合が厳然と存在することに注目し，中国にはヨーロ
ッパ的な意味での「村落共同体」は存在しないが，人的結合が機能する集団（組織）が存
在することを主張する。著者は，これを「生活共同体」と名付けている（前著「中国農村
社会経済構造の研究」晃洋書房， 1986年）。本書は，著者のいう「生活共同体」の存続を
現代中国農村における実態調査に基づいて実証しようとする意欲的な試みなのである。
本書は，序章と終章を除く 5部23章から構成されている。以下では，本書の内容をそれ
ぞれ簡潔にまとめておく。
序章「中国農村社会経済構造研究の意義と課題」では，すでに述べた本書で実証される
べき課題が整理されている。またここでは，実態調査を行うに当たってのさまざまなノウ
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ハウ，たとえば外国人研究者に閉鎖的な中国農村で著者が遭遇した数々の困難．それをど
のように克服したか（あるいは克服できなかった限界とは何か），調査を補完するために
利用可能な地方資料など，が克明に記録されている。これらの情報は，今後中国をフィー
ルドとして農村調査を実施しようとするものにとってたいへん有用である。
第一部から第四部までは，調査対象に選ばれた17カ所の農村を東北，華北，華中，華南
の4地域に分けて記録したものである。第一部「東北農村の分析」は，黒竜江省（第1章
と第2章），吉林省（第3章），遼寧省（第4章）における調査記録である。第二部「華北
農村の分析」は，河北省（第5章と第6章）， 山東省（第7章），河南省（第8章と第9
章）における調査記録である。第三部「華中農村の分析」は，安徽省（第10章～第12章），
江蘇省（第13章と第14章），上海市（第15章）における調査記録である。 このうち第12章
「中国の郷村財政と農村建設」では，郷村財政の役割が分析の焦点となっている。第四部
「華南農村の分析」は，福建省（第16章～第20章）における調査記録である。このうち第
19章と第20章は，中田睦子氏との共同執筆になるものであり，同族組織を分析対象とした
社会学的なアプローチをとっている。
上段で示したいくつかの例外を除けば，第一部から第四部までの各章において，著者は
意識的に記述のフォームを統一している。得られた情報量の違いから多少のバリエーショ
ンはあるものの，その典型的なフォームはつぎのようである。第1節「はじめに」では．
調査者（単独か共同かの区別），調査が実現するまでの経緯（紹介単位，受け入れ単位）．
調査期間，調査の手段（インフォーマントの区別，個別農家訪問の有無）などが紹介され
-ている。第2節「00省xx村の社会経済概況」では，各地の地理・経済・社会の概況が
述べられている。第3節「00省xx村の歴史的展開」では，解放以前（資料の豊富な地
城のみ），解放以後の村の歴史的変遷が述べられる。著者の注目するところは，土地改革，
農業合作化，人民公社化などの制度改革の展開過程にある。第4節「三中全会以後の農村
経済の変貌」では，三中全会 (1978年12月に開かれた中国共産党第11期第3回中央委員会
総会をさし，改革と開放の出発点と理解されている）以後の農村経済の変貌が，とくに生
産責任制の導入の経緯における地域的特徴，郷鎮企業の発展概況の二つに注目して述べら
れる。第5節「結語」では，各地の調査から得られた知見が整理される。
第一部～第四部ではミクロ・レベルでの調査記録に重点が置かれたのに対して，第五部
「中国社会主義建設と農村建設」では．この国の農村経済の歴史的展開過程が正面から議
論されている。
第21章「中国農業の現状と問題点」では，建国40年間の中国農業の展開が，とくに「改
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革と開放」の10年間に焦点を当てて整理されている。著者は，生産責任制の導入以後に現
われた農業生産の個別化のもつ限界を指摘し，それは農業生産の衰退をもたらす恐れがあ
ると主張する。
第22章「中国農村工業化と農村経済の課題」では．国家の「重工軽農」政策の結果とし
て農村工業化政策が出現した歴史的経緯を整理し． その意義が再評価されている。ただ
し，農村工業化の担い手である郷鎮企業のほとんどが本質的に著者のいう「村の企業」で
あることから．そこでは「集団原理」が否応なしに働くため．それが企業発展の足枷とな
っている側面に著者は注目する。この論点は重要であるので，後でもう一度取り上げるこ
とにする。
第23章「中国社会主義の虚像と実像」では，食糧の配給制度，戸籍制度など一連の都市
ー農村隔離政策がもたらした問題点が指摘され，それを克服するための方向性が議論され
ている。
終章「中国社会主義建設と農村変革」では，社会主義建設が伝統農村の「生活共同体」
を解体せずにそれを利用してきたこと，また上からの外圧が強いほど生活防衛のために人
的結合が強化されたことなどを根拠として，解放後の村落は解放以前の村落と同様に村民
にとって「運命共同体」的性格をもった (636ページ）とする議論が展開されている。ま
た郷鎮企業の発展に見られるように，三中全会以後に現れた農村の変貌も，基本的には伝
統農村の人的結合に依存したものであると筆者は捉え，今後とも「生活共同体」は存続す
るとする結論が導かれている。
本書を通読してまず第一に感じることは，行間から溢れ出る著者の強烈なエネルギーで
ある。それは評者をほとんど圧倒している。また本書に記された膨大で網羅的な調査記録
は，われわれのすべてが共有しうる貴重な財産でもある。以下では，本書から得られた啓
発を基にして本書の主張とかかわるいくつかの論点を指摘したい。
第ーは，伝統と近代性の対立構図にかかわる論点である。通説的理解に基づけば，伝統
と近代性とは対極にあり．水と油のように交わることがないと考えられている。そこで
は，伝統は停滞．近代性は進歩というそれぞれの対立概念に結び付けられ，伝統は克服さ
れるべき対象としてのみ位置づけられている。こうした伝統と近代性の対立構図がこれま
での中国認識にも色濃く反映していたことは，アメリカにおける中国研究に対するボール
・コーエンの徹底した批判からも窺われる（『知の帝国主義一オリエンタリズムと中国
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像一ー』平凡社， 1988年）。コーエンの分析は思想，歴史，社会など多方面にわたるが．
それを経済学の観点から見れば． コーエンの主張は，伝統の中に含まれるある部分は近
代性の浸透（経済発展）に対する障害となるが，その別の部分は近代性と両立するばかり
か．それを促進する活力たりえるとするものである。
ほぼ同じ論旨は，石川滋氏の最近の著作にも見いだすことができる。石川氏は，市場の
未発達をその特徴とする開発途上国では．「慣習経済」が経済発展に果たす役割が大きい
ことを主張している（『開発経済学の基本問題」岩波書店， 1990年），石川氏のいう「慣習
経済」とは，経済学の領域に限定した意味でのコーエンのいう伝統と同義であると考える
ことができる。
本書で示された著者の問題意識は．ー見するとコーエンや石川氏のそれとよく似てい
る。しかしながら，両者の間にはかなり大きな重点の違いが見られる。著者は，本書を通
じて解放後も連綿と「生活共同体」が存続したことを実証しようとした。その試みは十分
成功したといってよい。しかしながら．「生活共同体」がどのように近代性と融合したの
か，別の言い方をすれば，それが経済発展の阻害あるいは促進要因としてどのような役割
を果たしたのかについては，著者は多くを語ってはいない。誤解を恐れずに著者の考えを
まとめるならば，著者のいう「生活共同体」は， とくに三中全会以前の社会主義段階で
は，上からの行政命令を通達する行政チャンネルとして社会主義体制に取り込まれたか．
そうでない場合には，上からの圧力を緩和するバッファーの役割を果たしたものと理解さ
れている。この意味から，著者は中国社会主義がこの国の農村社会を根底的に作り替える
ことに成功しなかったとするのである。
伝統の存続を社会主義の理念と対立させて，あるべき理想の社会主義が中国にはなかっ
たとする著者の批判は，今日では，かつてほどの重要性をもたないように思われる。社会
主義体制という側面よりも開発途上国としての側面の方がより前面に現れている今日の中
国では，先に述べた伝統のもつ積極的側面をどのように評価すべきかという課題の方がよ
り重要であると評者は考えるが，本書はそれに十分に答えていないという不満が残る。
第二は，郷鎮企業の評価にかかわる論点である。著者は郷鎮企業の抱える問題点を本書
の中で繰り返し指摘している。その中で技術レベルの低さなどにも言及がなされている
が，郷鎮企業が「集団原理」の優先される「村の企業」であることにもっとも大きな障
害があると著者は捉え． 「集団原理」から脱却した郷鎮企業の発展に期待をかける（第22
章）。著者が指摘するように，郷鎮企業の発展目標として利潤極大化原理以外の原理，た
とえば現地雇用最大化原理などが働く側面があるのは紛れもない事実であろう。しかしな
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がら，それが「村の企業」であるがゆえにもつ優位性を見逃すことはできない。
その一例として，取引費用に関する議論を紹介したい（取引費用の概念については石川
氏の前掲書参照）。市場の末発達という開発途上国的条件の下では，市場取引のルール・環
境が整備されていない。このため，コミュニティの外との交易には大きなリスクが伴い，
それは取引費用を引き上げる。他方，「集団原理」にはリスクの軽減をもたらし，取引費
用を引き下げる効能がある。郷鎮企業の企業行為に現れた「集団原理」は，企業発展の足
枷となる反面．その急成長の要因でもあるという二律背反的要素をもつわけである。
さらに．郷鎮企業の優位性は国営企業との比較の観点からもっと評価されてよい。社会
主義国における国営企業の不振の原因は．コルナイの言葉を借りれば．それらの企業の予
算制約が「ソフト」であることに求められる。国営企業が国家財政に依存するのと同様
に，郷鎮企業はヒト・モノ・カネの多くを郷鎮財政に依存している。しかしながら，両者
の間には決定的な違いがある。国家財政と違って，郷鎮財政の予算制約は基本的に「ハー
ド」である。このため，「村の企業」であるとはいえ，郷鎮企業の予算制約もまた一定の
タイム・ラグをもって「ハード」にならざるを得ないのである（杜進「都市化なき工業化
は成功するか」渡辺利夫編『中国の経済改革と新経済メカニズム」東洋経済新報社， 1991
年）。ここに郷鎮企業のもう一つの優位性がある。
多くの論者が指摘するように，郷鎮企業の急成長は三中全会以後の農村経済の変貌の謎
を解く鍵を握っている。郷鎮企業の発展に対する本書の評価は，ややもすると「集団原
理」のもつマイナス面に重点が置かれる傾向があり，その限りで郷鎮企業の今後の発展可
能性を過小に評価しているように思われる。
第三は，中国農村の地域的多様性にかかわる論点である。本書における調査は東北から
華南までの広い地域をカバーしている。それにもかかわらず，中国はなお広いのである。
著者自身も指摘するように，調査対象地域は比較的経済の発展した沿海地域に限られてい
る。・内陸地域がまったく含まれていないことに加えて，沿海地域の中でも三中全会以後に
急成長を遂げた浙江省と広東省の二つが含まれていない。このことが本書の結論にどのよ
うなバイアスをもたらしたかについて，著者は何らかの考察を加えるべきではなかった
か。
地域的バイアスについて，評者の問題意識をもう少し具体的に述べておくことにする。
たとえば，三中全会以後の浙江・広東の両省では，他の沿海地域と同様に郷鎮企業が急成
長した。 しかし， それらの地域の郷鎮企業の中には，集団企業よりも私営企業（農民の
個人・共同経営企業）が圧倒的に多いという。私営企業が発達したこれらの地域において
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も．そうでない地域と同じように「集団原理」が機能しているのか．それともそれは解体
されつつあるのか。また三中全会以後．内陸部にある貧困地域から大量の流動人口が沿海
に流出しはじめたことをわれわれは知っている。流動人口の発生は「集団原理」の解体を
促す契機となっているのか．それとも「集団原理」を土台にして人口移動が生じているの
か。これらは．たいへん興味深い実証課題である。
以上のように，近年，変貌が著しいこれらの地域でも「生活共同体」の存続が明らかに
されてはじめて，著者の仮説が十全に検証されたことになると考えられる。もっとも．そ
れを本書に求めることはあまりに過大な要求である。本書の成果を基にして，著者の研究
がさらなる飛躍を遂げられることを評者は強く期待している（関西大学出版部．平成3年
3月刊,A5判, XX+658ベー ジ， 9,600円）。
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